



























































































































































































































































































の 重 要 性 を 知
る。
・介護カフェを利
用する。
・介護うつを予防
する。
・虐待や介護殺人
の発生の危険性
を知る。
（出所）筆者作成。
4-2　介護リテラシーの項目
介護リテラシーの内容において最低限知っておくべき項目を挙げる。なお，本稿では本
項目の内容についての説明は省略する。
救急時の対応について
（１）救急時の対応の準備
①緊急時，救急車を呼ぶべきか否かについて相談する地域の救急相談窓口の電話番号
②主治医（連絡先）
③病歴
④服用中の薬・薬のアレルギー（お薬手帳）
介護についてどこに相談するのか
（２）介護について相談できる所
①退院後の療養については，病院の医療ソーシャルワーカーに相談
②介護については，地域包括支援センターに相談
介護保険について
（３）介護保険制度の概要
（４）要介護認定を受けるまでのプロセス
（５）介護保険の介護サービスの内容
（６）ケアプラン
（７）介護保険の介護サービスの利用限度額は要介護度別で異なり，所得により自己負担が
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１～２割介護保険の介護サービスを活用することができる
（８）ケアマネージャーは利用者が選べる
（９）ホームヘルパーに頼めること・頼めないこと
（10）自宅のバリアフリーのためのリフォームへの補助（住宅改修費の支給）
（11）福祉用具（車椅子，介護用ベッド）のレンタルと購入への補助（福祉用具貸与・購入費
の支給）
（12）地域包括ケアシステム
（13）介護保険以外のサービス
認知症について
（14）認知症の特徴
（15）認知症の種類
（16）認知症患者への対応の仕方
（17）認知症サポーター
（18）家族が認知症患者である場合には，その事実を受け止めて対処する
（19）成年後見人制度
家族介護者
（20）介護は親族チームで行う
（21）介護休業制度
（22）介護離職は可能な限り避け，介護と仕事の両立を図ることの重要性
（23）医療費と介護費の負担と財産管理
（24）高額療養費制度・高額介護サービス費・高額医療合算介護サービス費
（25）介助の仕方
（26）介護の仕方
（27）レスパイスケアの重要性
（28）介護カフェ・認知症カフェ
（29）虐待や介護殺人の発生の危険性を知る
（30）専門家（医師・看護師・ケアマネージャー・ホームヘルパー）に介護についての希望
を伝え，共に考える
施設に入所
（31）特養・老健・サ高住・有料老人ホーム・グループホームの違い
（32）有料老人ホームに入所するときに，事前に調べること
（33）優良有料老人ホームの見分け方
（34）費用負担について
心掛け
（35）介護予防に努める
（36）要支援及び要介護状態の維持あるいは改善に努める
（37）要支援及び要介護状態が維持あるいは改善されるよう介助する
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5　結語
本稿では，介護リテラシーの定義と市民が介護リテラシーとして身に着けるべき知識，
心がけることなどを明らかにすることを試みた。本稿で定義した介護リテラシーが超高齢
社会の日本において浸透し，要介護者と認知症患者そしてその家族を思いやる社会が形成
されることが望まれる。
家族の介護への関わり方は，人それぞれであり，この世の中で誰一人全く同じ境遇や状
況にある人はいない。
まず，要介護者本人の立場で介護を要する状態について考えてみる。例えば，脳溢血で
倒れ，その後片麻痺あるいは言語障害などを負った場合，個人により後遺症の状態も異な
る。病気を抱え医療措置が必要な場合もあるが，必要な医療措置も個人によってそれぞれ
異なる。また，認知症患者であるか否か，さらに認知症の症状の現れ方によってそれぞれ
異なる。このように，たとえ同じ要介護４という認定を受けている場合でも，その要介護
者の要介護状態は個人により異なり，さらに介護のあり方はそれぞれ全く異なる。
次に，要介護者の家族の立場で考えてみる。要介護者の家族や親族は，家族構成，性別，
その家族内における立場，社会的な状況，そして地理的な状況によって，介護への関わり
方がそれぞれ異なる。家族内での立場により，介護にどのようにかかわるのか，介護につ
いて口を挟めるのかが異なる。例えば，女性の場合，娘であるのか嫁であるのか，娘は既婚
であるのか，娘と同居しているのか，娘が住む家との距離が徒歩あるいは自転車で数十分
か，電車で30分くらいか，飛行機が必要な距離であるのかで全く異なる。娘が専業主婦で
あるのか働いているのか，働いている場合には，自営業なのか雇用されているのか，正規
雇用であるのか，あるいは非正規雇用であるのか，給与額，キャリアによっても状況は異
なる。このように家族介護への関わり方は個人により全く異なる。
さらに，要介護者とその家族の資産状況が介護のあり方に影響する。
聞き取り調査で明らかになったことは，家族の介護は非常に大変であり，その大変さを
社会が共有してきちんと認識しておくべきことの重要性である。介護が大変であるとは聞
いていたが，こんなに大変なことだとは実際に家族の介護をするまでは思わなかったと，
家族の介護を担ってきた方々は口をそろえる。
日本においては，例えば，要介護４の要介護者を居宅介護で週28時間家族が介護する場
合，その介護労働がどれくらいの労働価値，すなわち一般労働者の平均賃金の何パーセン
トに値する労働であるのかといったことがドイツのように定められているわけではない。
そして，日本では遺産相続における居宅介護の場合の家族の介護に対する寄与分の算定式
が明確に決められてはいない。家庭裁判所の「遺産分割調停事件」において相続における
「寄与分を求める調停申立事件」が申立てられるケースがある。ある事例では，要介護４の
認定を受け自宅で介護されていた80代の女性について，市役所が発行した要介護であっ
たことを証明する文書「要介護認定・要支援認定有効期間満了のお知らせ」の通知のコピー
が家庭裁判所に提出されているにもかかわらず，二十年以上も訪問やお見舞いもしなかっ
た代襲相続による法定相続人が，家族介護をした家族の当該女性が要介護であったことの
主張は虚偽，欺瞞であるとし，「申立書記載の身体状態，意思能力に関する主張は事実に反
しており悪意的である。」と記載した答弁書を提出していた。自宅で介護をし看取った家族
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は，普段から自宅にお見舞いに来ていた親戚から当該女性が要介護状態で認知症の症状が
あったことや自宅で家族が手厚く介護をしていたことの証言，介護保険の介護サービスの
利用状況の証明そして病院のカルテを提出しなければならなかった。本ケースでは，遺産
分割調停を申立てた法定相続人から，居宅介護を行った家族介護者への思いやりや介護に
対する感謝の意が示されることはなかった。
また，聞き取り調査を行った介護の専門知識のあるヒアリング担当者が驚くほど，介護
に関わる仕事と縁のない市民には介護保険・介護サービス・認知症についての基本的な知
識がほとんどなかった。
介護は医療と比較すると情報の非対称性が小さいが，介護における情報の非対称性は無
視できないものがある。介護保険の介護サービスの利用において，利用者が介護サービス
を選択し決定するため，専門家が介護サービスを利用するようにアドバイスをしても自己
負担額がネックとなり利用しない場合が多いことが報告された。介護サービスの提供内容
は，素人でも理解できるようでありながらなかなか理解しきれない場合が多く，さらに要
介護者の家族には要介護者の状況，介護保険制度，医師やケアマネージャーの対応の意味
がよくわからず，不満ばかりがつのるケースが散見された。介護サービスの利用者間にお
いてインターネットで情報を得ることができる家族の有無により情報格差が存在してい
た。介護に関するさまざまな情報についての重要な情報源は友人というケースが多く報告
された。情報のネットワークとしての友人の存在は大きく，市民が介護に関する情報や知
識を知っておくことの重要性が確認された。
現代においては，多くの市民が介護について知る機会をつくることから求められてい
る。例えば11月11日の「介護の日」に，介護リテラシーなど市民が介護や認知症について
の理解を深めることの重要性について啓発していくことが必要である。
要介護者や家族介護者は皆，在宅か施設であるかにかかわらず，介護を行うホームヘル
パーに感謝していた。聞き取り調査でのヒアリング担当者はホームヘルパーなどの介護に
携わる方々であったが，ヒアリングによって，ヒアリング担当者達自身が，自分達の仕事
が心から人々に感謝さえる仕事であることを実感することとなった。介護職は，介護が身
近な人々にとっては感謝される仕事である。しかし，介護職は社会的な評価は高いとは言
えず，給与水準は低い。介護職におけるディーセント・ワークの実現が求められる。
聞き取り調査では，要介護者の家族及びケアマネージャーなどから，混合介護の制度導
入を待望する声が多く寄せられた。
なお，本研究の聞き取り調査により，介護の現場の問題及び介護保険制度が抱える課題
を明らかにすることができた。これらの諸問題への考察は今後の課題としたい。
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〔抄　録〕
高齢者，要介護者そして認知症患者が抱える問題を知り，介護保険制度および介助と介
護についての基礎知識を身につけ，それらの知識を使いこなす能力を「介護リテラシー」と
定義した。介護リテラシーとして身に着けるべき知識を，市民，要支援・要介護者，家族介
護者のそれぞれの立場により分類し，体系化した。介護リテラシーの基本項目は，救急時
の対応への準備，介護についてどこに相談するのか，介護保険制度や認知症について知っ
ておくべきこと，施設あるいは有料老人ホームに入所時の知識や心掛けなどからなる。
市民に介護リテラシーの知識が広まることが望まれる。
